
=(Ｄ)/(年間運行本数 ) 1 1 1 0

活動等指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度

評
価
指
標
の
設
定

①年間運行本数 実績値 本 82,491 82,972 82,752

② 実績値

《指標の説明・数値変化の理由 など》

平成22年10月ダイヤ改正・東伏見循環廃止。

平成23年3月東日本大震災に伴う燃料不足による運休。平成24年2月閏年。

成果指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度

一
次

目標値 人 1,252,445
利用者数

実績値 人 1,303,078 1,332,524 1,391,605

二
次

目標値

実績値

《指標の説明・数値変化の理由 など》

平成25年度乗車運賃改定に伴う利用者数の減少

西東京市地域交通会議より民間路線バス利用者とはなバス利用者の運賃格差の是正や、利

事
業
環
境
等

市民・関連団体等の意見 用者一人当たり公費負担が約80円となっている事について、それぞれの公共交通機関利用

(アンケート結果など) 者との公平性等を保つため、運賃を改定する事に対する意見をいただいた。

本市ではコミュニティバス事業を行なっている23市中において4番目にルー
■ 上

都内26市のサービス水準との比較 ト本数が多く、また、乗車人数についても3番目に多い。
□ 中

(平均値、本市の順位など)
□ 下

代替・類似サービスの有無
■ 有 都市計画道路の整備の進捗に応じ、路線バスルートの拡充をバス事業者に要

□ 無 請するとともに、はなバスルートの見直し等を図る。

事務事業評価シート(事後評価)
事業コード事務事業名はなバスの運行 所管部課 都市整備部

9-1-1 都市計画課

施策コード施策名 施策目標

安1-2
道路・交通を整備し、市民の日常生活における利便性、安全性の向上をめざします。

道路・交通の整備

事務事業の目的 根拠法令等

事
務
事
業
の
概
要

　交通空白地域・不便地域の解消と公共施設等へのアクセスの向上を図り、市民の交流を促進するため、コミュ □法律

ニティバスを運行する。 □条例・規則

□政令・省令

■要綱・要領

事業内容・実施方法等／補助の概要：補助団体の概要(団体名・団体の活動内容・補助金の活用内容等)、補助金の概要(国・

都基準の有無・対象者拡大の有無・上乗せ補助額・市単独補助額)等　※該当する予算事業名・節目を明記する

　平成14年３月から４ルートで運行を開始し、平成16年９月からは５ルートでの運行を行っている。

　バスの運行は２社のバス事業者と協定を結び、市内５路線を運行する。市はバス事業者との協定に基づき、バスの運行に係

る経費と利用料金収入の差額における不足分を補助金として補填する。

（予算事業名：コミュニティバス運行事業費（コミュニティバス運行補助金））

事業開始時期 平成13 年度 実施形態 □ 直営 □ 委託 ■ 補助 □ その他 ( )

項　目 単位 22年度 23年度 24年度 25年度

事
業
費
デ
｜
タ

事業費(Ａ) 102,911 106,017 88,044 85,147

財
源
内
訳

国庫支出金・都支出金 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0

その他 ( ) 0 0 0 0

一般財源 102,911 106,017 88,044 85,147

所要人員(Ｂ) 人 0.8 0.8 0.8 0.8

人件費(Ｃ)=平均給与×(Ｂ) 千円 6,464 6,532 6,158 6,587

臨時職員賃金等(Ｃ') 千円 0 0 0 0

総コスト(Ｄ)=(Ａ)+(Ｃ)+(Ｃ') 千円 109,375 112,549 94,202 91,734

単位当たりコスト
千円

(Ｅ)
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改善・見直し
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□休止

□廃止

1-1 都市計画課

施策コード施策名 施策目標

安1-2
道路・交通を整備し、市民の日常生活における利便性、安全性の向上をめざします。

道路・交通の整備

【一次評価】

○検証項目、評価の判断理由
検証項目 ランク 一次評価

○事業実施上の課題や今後改善すべき点等

事業の優先度
2

　近隣市と比較してもルート本数や運行本数は高水準であり、利用者数においても

(緊急性) □拡充 高い利用率を示している。

　しかしながら、路線バスと多くの区間が競合しているルートや利用率が低い区間事業の
3Ａ が存在している。

必要性 □継続実施 　今後、都市計画道路の完成や路線バスの参入に併せて、ルートの廃止や見直しが
事業主体の

2
必要である。

妥当性 　民間路線バス利用者とはなバス利用者の運賃格差の是正と公平性の確保のため、
■改善・見直し

平成25年度において乗車運賃を改定する。直接のサービス
2

の相手方
□抜本的見直し

事業内容等の
2Ｂ

適切さ

□休止受益者負担の
1

適切さ

市民ニーズの □廃止
2Ｃ

把握

検証項目の見方　Ａ:事業実施の意義を検証する項目　Ｂ:事業の内容・実施方法を検証する項目　Ｃ:市民ニーズの反映度を検証する項目

【二次評価】

○検証項目、評価の判断理由
検証項目 ランク 二次評価

○事業実施上の課題や今後改善すべき点等

事業の優先度
2

　本事業は、バス運行事業者との協定に基づき、運行に係る経費と利用料金収入の

(緊急性) □拡充 不足分を補助金として補填している。バス運行事業者自ら運行経費削減等に向けた

努力を求めるため、単に不足分を補助金とする事業のあり方について検討されたい事業の
2Ａ 。

必要性 □継続実施 　また、利用率の悪いルートについては、乗降調査やアンケート等を活用するとと
事業主体の

2
もに、都市計画道路の完成、路線バスの参入に併せて、引続きルートの見直しが必

妥

事

当性 要である。
■改善

業

・見直し
　さらに、民

コ

間路線バス利用とはな

ー

バス利用者の運賃格差

ド

の是正については、平

事

成直接のサービス
2 2

務

5年度の乗車運賃の改

事

定による影響を踏まえ

業

、引き続き公平性の確

名

保に努められた
の相手

は

方
い。□抜本的見直し

な

事業内容等の
2Ｂ

適切

バ

さ

□休止受益者負担の

ス

2
適切さ

市民ニーズの



0

一般財源 6,233 4,922 5,887 35,679

所要人員(Ｂ) 人 0.4 0.4 0.8 0.8

人件費(Ｃ)=平均給与×(Ｂ) 千円 3,232 3,266 6,158 6,587

臨時職員賃金等(Ｃ') 千円 0 0 0 0

総コスト(Ｄ)=(Ａ)+(Ｃ)+(Ｃ') 千円 12,870 12,644 85,872 175,773

単位当たりコスト
千円

(Ｅ)=(Ｄ)/(耐震化助成件数 ) 613 361 1,160 0

活動等指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度

評
価
指
標
の
設
定

①耐震無料相談会の回数 実績値 回 6 10 11

②耐震無料相談件数 実績値 件 10 71 49

《指標の説明・数値変化の理由 など》

耐震無料相談会は毎月１回の開催予定だが、希望者がいない場合は開催しない。

平成23年度の相談件数の増加は東日本大震災の影響によるものと考えられる。

成果指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度

一
次

目標値 件 62 50 75 106
耐震化助成件数

実績値 件 21 35 74

二
次

目標値

実績値

《指標の説明・数値変化の理由 など》

特定沿道助成は平成24年度から開始。平成22年度:木造診断11件、木造改修10件　平成23年度:木造診断25件、木造改修10件　

平成24年度:木造診断40件、木造改修26件、特定沿道診断7件、特定沿道設計1件。目標値は予算上の件数。

無料相談会参加者へのアンケートでは、「専門家の意見が聞けて勉強になった。」、「安

事
業
環
境
等

市民・関連団体等の意見 心した。」、「耐震改修を検討したい。」などの意見があり、95％の方が無料相談は「行

(アンケート結果など) 政として必要。」、「もっとPRすべき。」との意見である。

木造住宅を対象とする耐震化事業としてはほぼ全ての市で同様の内容の助成
□ 上

都内26市のサービス水準との比較 を行っている。助成額は平均的である。
■ 中

(平均値、本市の順位など)
□ 下

代替・類似サービスの有無
□ 有 特になし

■ 無

事務事業評価シート(事後評価)
事業コード事務事業名耐震化の促進 所管部課 都市整備部

9-1-2 都市計画課

施策コード施策名 施策目標

安2-1
市民の生命や財産を守るため、防災基盤の整備を計画的に進め、災害に強い安全・安心な

災害に強いまちづくり まちづくりをめざします。

事務事業の目的 根拠法令等

事
務
事
業
の
概
要

　大規模地震等が発生した際の住宅・建築物の倒壊による被害軽減及び住民の安全性確保を図るため、住宅・建 □法律

築物の耐震性の向上に資する改修等を行う者に対して助成を行う。 □条例・規則

□政令・省令

■要綱・要領

事業内容・実施方法等／補助の概要：補助団体の概要(団体名・団体の活動内容・補助金の活用内容等)、補助金の概要(国・

都基準の有無・対象者拡大の有無・上乗せ補助額・市単独補助額)等　※該当する予算事業名・節目を明記する

　木造住宅の耐震性に問題を抱える市民に対して指導・助言等を行う耐震無料相談を毎月１度開催している。助成制度として

は、木造住宅の耐震診断・改修・シェルター設置に要した費用の一部、特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震診断・補強設計・

耐震改修に要した費用の一部を助成している。木造住宅の診断は上限６万円、改修・シェルターは上限30万円である。特定緊

急輸送道路沿道建築物については、診断は要した費用の10/10、設計と改修は5/6以内である。全て社会資本総合交付金（国庫

補助）の対象であり、特定緊急輸送道路沿道建築物においては、都補助の対象である。予算事業名　8.5.2耐震改修等事業費

事業開始時期 平成16 年度 実施形態 ■ 直営 □ 委託 ■ 補助 □ その他 ( )

項　目 単位 22年度 23年度 24年度 25年度

事
業
費
デ
｜
タ

事業費(Ａ) 9,638 9,378 79,714 169,186

財
源
内
訳

国庫支出金・都支出金 3,405 4,456 73,827 133,507

地方債 千円 0 0 0 0

その他 ( ) 0 0 0
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【行革本部評価】

行

た
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め

理由及び事業実施上の

、

課題や今後改善すべき

防

点等

□拡充
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災
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盤の整備を計画的に進め、災害に強い安全・安心な

災害に強いまちづくり まちづくりをめざします。

【一次評価】

○検証項目、評価の判断理由
検証項目 ランク 一次評価

○事業実施上の課題や今後改善すべき点等

事業の優先度
2

東北大震災以降、東京都の最大予測震度が上方修正され、首都直下地震による被害

(緊急性) □拡充 想定も1.5倍に見直された。このことで市民の地震被害や建物耐震化に対する関心

が高まっている。安全なまちづくりを進めるために、木造住宅耐震診断・改修に係事業の
3Ａ る助成を行うことで、耐震化を促し市民居住の安全性を高める本事業の優先度及び

必要性 ■継続実施 必要性は高いと考えられる。
事業主体の

3
特定緊急輸送道路沿道建築物においては、都条例により耐震診断の実施が義務化さ

妥当性 れており費用は原則全額補助となっている。補強設計と耐震改修は努力義務となっ
□改善・見直し

ている。直接のサービス
2 本事業は昭和56年５月31日以前に建てられた建物を対象としており、特定緊急輸送

の相手方
道路沿道建築物においては、高さ要件を満たし当該道路に敷地が接している建物に□抜本的見直し

事業内容等の
2

限られている。
Ｂ

適切さ 今後の課題としては、無料相談を通じて耐震化の必要性・重要性を広く市民に周知

□休止 する共に、無料相談や耐震診断は行ったたが、耐震改修まで至っていない物件に対受益者負担の
2 して、耐震改修まで実施をするよう働きかける必要がある。

適切さ
特定緊急輸送道路沿道建築物の助成については、耐震診断が平成25年度、補強設計

市民ニーズの □廃止
2

が平成26年度、耐震改修が平成27年度までの時限措置であるので、期限内での実施
Ｃ

把握 を促すよう啓発活動を行
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次評価
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点等

事業の優先度
2

本

の

事業は、これまで本市


